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2018年12⽉期第2四半期決算 サマリー：

 前年度同⼀期間⽐で受注⾼が⼤きく増加
 前年度同⼀期間⽐でみると減収減益だが、計画に対しては概ね想定どおりの

進捗
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2018年12⽉期第2四半期決算 事業セグメント別：

 環境プラント事業は第1四半期に引き続き受注が好調
 ⾵⽔⼒事業でもコンプレッサ・タービン事業で市況の回復がみられ、通期の

受注計画を上⽅修正
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2018年12⽉期第2四半期決算 事業セグメント別（⾵⽔⼒事業）：

＜受注⾼＞
 ポンプ事業は、前年度同⼀期間にカスタムポンプで⼤型受注が複数件あった

ことから減少したものの、コンプレッサ・タービン事業の増加でカバー
 ⽯油・ガス市場は顧客の設備投資が回復傾向にあり、コンプレッサ・タービ

ン事業は製品を中⼼に増加したが、ポンプはコンプレッサ・タービンに⽐べ
るとリードタイムが短く、下期以降に案件が出てくる⾒込み

＜売上⾼＞
 ポンプ事業では、標準ポンプが堅調に推移したものの、カスタムポンプは前

年度同⼀期間の⼤型案件の売上による影響で全体としては減収
 コンプレッサ・タービン事業では、製品が伸⻑したがＳ＆Ｓが減少し全体で

は横ばい

＜営業利益＞
 Ｓ＆Ｓ売上の構成⽐低下
 特にコンプレッサ・タービン事業において収益性の⾼いパーツの売上構成⽐

が下がったことによりミックスが悪化

全体としては減収減益だが、4⽉から6⽉までの3ヶ⽉を前年度同⼀期間で⽐較す
ると、売上・利益はともに上向いており、回復局⾯にある
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2018年12⽉期第2四半期決算 事業セグメント別（環境プラント事業）：

＜受注⾼＞
 第１四半期にDBO案件のEPCを1件、バイオマスの⺠需案件、⻑期包括案件を

それぞれ１件ずつ受注
 第2四半期はDBO案件のオペレーション＆メンテナンスを1件、延命化案件を

複数受注

＜売上⾼＞
 ⼿持ちのEPC案件が減少

＜営業利益＞
 減収の影響
 売上構成⽐でO＆Mの⽐率が⾼くなり、収益性が少し改善してほぼ前年度同⼀

期間並みの⽔準
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2018年12⽉期第2四半期決算 事業セグメント別（精密・電⼦事業）：

＜受注⾼＞
 メモリー関連を中⼼に半導体関連の設備投資額は依然として⾼い⽔準にあり、

コンポーネント、CMP共に順調

＜売上⾼＞
 コンポーネントは前期からの強い需要が継続
 CMPは前年度同⼀期間の⽔準が⾼かったこともあり減収

＜営業利益＞
 CMP事業の案件ミックスが改善
 ⼈件費や研究開発費を中⼼に固定費が増加
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2018年12⽉期第2四半期決算 地域別売上構成：

 海外売上⽐率の全体構成は⼤きな変化なし



2018年12⽉期第2四半期 貸借対照表：

＜現預⾦＞
 前期末からの増加要因は第2四半期に国内公共関連の営業⼊⾦が集中したため
 運転資⾦負担の少ない精密・電⼦事業の売上割合が増えたことにより現預⾦

は⾼⽔準で推移
 現預⾦残⾼は6⽉初旬をピークに減少に転じているが、なお⾼⽔準
 今後の資⾦使途としては、今期以降に予定している⾃動化⼯場をはじめとす

る成⻑投資に充てる予定
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2018年12⽉期 財務情報：

＜第2四半期におけるキャッシュフロー＞
 営業活動ＣＦ +458億円
売掛⾦の回収が進んだことによる

 投資活動ＣＦ △81億円
⾃動化⼯場の建設資⾦などは下期の⽀出予定
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2018年12⽉期 財務情報：

＜第2四半期における資本的⽀出・減価償却・研究開発費＞
 資本的⽀出･･･66億円
 減価償却費･･･77億円
 研究開発費･･･47億円

いずれも前年度同⼀期間を上回る。下期に向けて⾃動化⼯場の投資や精密・電
⼦事業において顧客の新規プロジェクト向け開発案件を予定



2018年12⽉期の業績⾒通し：

 受注⾼：5,550億円(5/14公表時計画⽐+100億円)

 売上⾼・営業利益：変更なし
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2018年12⽉期の業績⾒通し：

 ⾵⽔⼒事業の受注⾼：3,240億円（ 5/14公表時計画⽐+100億円）
⽯油・ガス市場をメインとするコンプレッサ・タービン事業において、顧客の設
備投資マインドの改善が⾒られたため上⽅修正
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2018年12⽉期の業績⾒通し 事業セグメント別（⾵⽔⼒事業）：

 受注⾼：3,240億円（5/14公表時計画⽐+100億円）
 売上⾼：3,140億円
 営業利益：135億円

⽯油・ガス市場における新しいプロジェクト案件や既設プラントの稼働状況から
もカスタムポンプやコンプレッサ・タービン事業のＳ＆Ｓが期末に向けて増加⾒
込み
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2018年12⽉期の業績⾒通し 事業セグメント別（環境プラント事業）：

 受注⾼：900億円
 売上⾼：600億円
 営業利益：60億円

受注環境は上期実績のとおり⾮常に好調だが、今期受注したEPCや⻑期包括案件
は来期以降の収益に貢献するものがほとんどであり、通期計画に変更なし
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2018年12⽉期の業績⾒通し 事業セグメント別（精密・電⼦事業）：

 受注⾼：1,400億円
 売上⾼：1,300億円
 営業利益：170億円

 半導体市場の設備投資は継続して⾼い⽔準が続く
 製品毎に計画を修正しているが、通期計画には変更なく、⼀年を通してみれ

ば顧客からの強い需要は変わらない
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受注⾼・営業利益の推移：

受注⾼と営業利益の積み上がり⽅を累積ベースで⽰したグラフ

＜受注⾼＞
 今期は出だしから好調で既に第1四半期、第2四半期でいずれも前年度同⼀期

間を上回っており、順調に推移

＜営業利益＞
 前年度同⼀期間と⽐較して第1四半期の利益⽔準は⼤きな差があったが、第2

四半期ではその差が縮まっている
 利益の積み上がり⽅を通期⾒通しでみると、第3四半期より第4四半期に利益

が集中し、第4四半期で前期を若⼲上回るという⾒⽅
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E-Plan2019 ポンプ事業の施策の進捗：

＜標準ポンプ＞
以下の施策については既に効果が⾒られ、収益改善に向けて順調に進捗
（主な施策）
 既存機種の統廃合
 新機種の継続的な市場投⼊
 国内事業の⼈員適正化 など

＜カスタムポンプ＞
施策は計画通りに進めているが、効果はこれから。エネルギー関連市場の回復が
E-Plan2019策定時の⾒通しよりも悪く、受注量が少ないことも影響
（主な施策）
 デジタル化の推進
 業務標準化
 海外Ｓ＆Ｓ事業の拡⼤ など
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E-Plan2019 ポンプ事業の施策の進捗：

標準ポンプにおける国内の「既存機種の統廃合」を実施

＜機種削減実施＞
 2017年3⽉までに機種数を7万機種から7千機種に削減
 2017年4⽉より7千機種のラインナップで販売を開始
 機種削減は顧客や代理店などへ事前の周知活動を実施したこともあり、⽉々

の受注台数は前年同⽉よりも増加

＜主⼒機種販売へのシフト＞
 顧客に対しては同じ性能をカバーする主⼒販売機種への移⾏を推奨
 販売台数の90%に占める機種の数は1,600機種から1,400機種余りに削減

<効果>
 リードタイムを1割短縮
 管理コストの削減など
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E-Plan2019 ポンプ事業の施策の進捗：

標準ポンプにおける「⽣産体制の抜本的な⾒直し」の⼀環として⾃動組⽴ライン
の構築を計画

＜詳細設計＞
 2017年度に⾃動組⽴てラインの詳細設計を完了

＜稼動テスト＞
 2018年度に⼊り陸上ポンプの組み⽴てラインの設置が完了し、モデル機種で

の稼働テストを実施

＜量産開始＞
 8⽉下旬にはモデル機種の量産を開始予定。ラインの改造や調整を⾏い、陸上

ポンプの⾃動化対象機種を拡⼤予定。
 陸上ポンプの⾃動組み⽴てラインの構築の中で得たノウハウを⽔中ポンプに

も継承し、⽔中ポンプについても順次、量産を進めていく
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E-Plan2019 ポンプ事業の施策の進捗：

カスタムポンプの施策「海外のサービス＆サポート事業の拡⼤」として、2017
年11⽉にサウジアラビアの拠点にワークショップを開設

＜強み＞
 サウジアラビアは過去から⾮常に多くのポンプのインストール実績(5,000台

超)があり、Ｓ＆Ｓ事業のマーケットとしても⾮常に魅⼒のある中東最⼤の
マーケット

＜拠点概要＞
 他社製品を含めた各種製品の修理や補修、改造など、幅広いＳ＆Ｓのニーズ

に対応できる設備
 標準ポンプの製造設備も備えた能⼒の⾼い拠点

既に今期から順調に受注活動を進めており、E-Plan2019の最終年度までに中東
地域での収益拡⼤を⽬指す
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E-Plan2019 ポンプ事業の施策の進捗：

カスタムポンプは外部環境の回復がE-Plan2019策定時よりもやや遅れているた
め、追加施策としてカスタムポンプの「国内の⽣産体制の構造改⾰」を実施

 2018年4⽉にカスタムポンプの⽣産拠点である富津⼯場、栃⽊⼯場、
藤沢⼯場の⽣産ラインを富津⼯場1か所に集約

(外部環境)
 ⽯油・ガス市場が緩やかながら回復
 ⽔インフラ市場もアジア・中東を中⼼に回復基調

(内部環境)
 ⽇本国内からの輸出に頼らずとも、現地で⽣産できる案件が増加
 国内外でのシステムの共通化などもあって⽣産拠点の能⼒が向上

＜効果＞
 国内⽣産体制の集約に伴う⽣産効率向上により需要の変動に対応
 海外拠点の⽣産能⼒向上と製品競争⼒の強化
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E-Plan2019 運転資本効率化：

E-Plan2019の最重要経営指標であるROIC8%以上の⽬標達成に向けては収益改
善のみならず、投下資本を効果的に活⽤するためバランスシートの改善も必要
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E-Plan2019 運転資本効率化：

当社は特に納期の⻑いプロジェクトなども多く、売上の拡⼤とともに売上債権や
棚卸資産の回転⽇数の⻑期化が課題

＜運転資本に関するKPI＞
 売上債権回転⽇数163⽇(2017年3⽉期末)→135⽇(2019年12⽉期末)
 棚卸資産回転⽇数71⽇(2017年3⽉期末)→77⽇(2019年12⽉期末)

全社の⽬標を各事業に細分化してそれぞれの事業毎にもKPIを設定。投下資本を
事業活動のために効率よく活⽤し、そこから得られる利益や新たな資⾦を着実な
成⻑へと繋げていく
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